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1 気象庁の任務

■気象庁の業務目標

●台風・豪雨・地震・火山などによる自然災害
の軽減を目的とした、情報の充実・改善と防災
機関への情報提供機能の向上

●国民生活の向上・社会経済活動の発展を目的
とした、天気予報などの気象情報の充実・改善

●航空機・船舶などの交通安全の確保を目的と
した、気象情報の充実・改善

●地球環境の保全を目的とした、オゾン層・地
球温暖化などに関する情報の充実・改善

●気象情報の利用促進を目的とした、民間気象
事業の支援、気象情報に関する知識の普及

●日本及び世界の気象業務の発展を目的とした、
国際的な中枢機能の向上、国際共同技術開発へ
の参画などの国際協力の推進

●天気予報の精度向上などを目的とした、数値
予報モデルの改善などの技術開発の推進
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気象情報と社会への貢献�

気象観測、情報通信、情報処理、数値予報�
地震火山観測、海洋観測　など�

観測･監視･予測、情報の作成�

技術開発、研究・調査�

気象庁の業務目標�

気象庁の発表する情報�

 ＊防災気象情報（警報・注意報、台風情報など）�

 ＊地震津波情報（地震情報、津波警報など）�

 ＊生活支援気象情報（天気予報、季節予報など）�

 ＊地球環境・海洋情報（温暖化予測、紫外線情報など）�

情報の伝達･提供�

多様な情報伝達手段を導入�

　＊国・地域の防災での活用�

　＊国民生活の利便性向上、交通の安全�

　＊民間気象事業者における活用�

　＊アジア・世界各国への支援�

国際機関や�
外国の気象機関との連携・協力�

評価�

気象庁は的確な気象情報を提供することによって、自然災害の軽減、国民生活の向上、交通安全の確保、産
業の発展などを実現することを任務としています。また、世界でも先進的な気象機関として、気象業務に関す
る国際協力も行っています。
このため、気象庁は、常に最新の科学技術を駆使することによって気象業務の技術基盤を確立し、利用目的

に応じた分かりやすい気象情報の作成・提供を行っていきます。また、気象庁のサービスに対する利用者の皆
様からの声を基に評価を行い、技術開発を進め、新しいサービスを計画・実現していきます。

台風や発達した低気圧、前線などによる大雨、大雪、
暴風、高波、高潮などによって毎年のように風水害、土
砂災害などが発生しています。気象庁では、このような

災害の防止・軽減を目指して、暴風や大雨、洪水などに
ついて警報･注意報などを発表しています。
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2 気象庁の発表する情報

（１）警報・注意報

大雨や暴風などによって重大な災害が起こるおそれが
ある場合には「警報」を、災害が起こるおそれがある場
合には「注意報」を発表しています。

■警報・注意報の種類

警報･注意報は都道府県をいくつかの区域に分けて発
表しています。また、災害や気象特性は地域によって異
なるため、区域毎に発表基準を定めています。住んでい
る地域がどの区域に当たるのか、基準はどうなっている
のかについて普段から関心を持っておくことが災害時の
避難などに有効です。

■大雨警報の基準例

平成16年（2004年）は各地で豪雨災害が相次ぎました。7月12日から13日かけて、新潟県栃尾市では
総降水量400mmを超える豪雨となり、河川の氾濫や土砂崩れなどにより大きな被害が発生しました。

大雨警報の重要変更
大雨警報を発表中、過去の土砂災害の状況
から見て、重大な土砂災害の発生するおそ
れが高まっていると判断した場合には「重
要変更！」であることを明示して、「過去
数年間で最も土砂災害の危険性が高まって
いる」旨をお知らせし、一層の警戒を呼び
かけています。

■集中豪雨時における警報等の発表状況と雨量の実例

■警報の種類�
　暴風、暴風雪、大雨、大雪、高潮、波浪、洪水�
�
■注意報の種類�
　強風、風雪、大雨、大雪、濃霧、雷、乾燥、なだれ、�
　着氷、着雪、霜、低温、融雪、高潮、波浪、洪水�
�

 　　区　　域 1時間雨量  3時間雨量   24時間雨量 �

 北海道空知支庁 50mm以上 80mm以上 120mm以上�

 東京都23区 50mm以上 90mm以上 200mm以上�

 和歌山県南部山地 80mm以上 150mm以上 500mm以上�
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（２）記録的短時間大雨情報

数年に一度しか起こらないような猛烈な雨を観測した
場合には、大雨警報に加えてより一層の警戒を周知する

ため「記録的短時間大雨情報」を発表しています。

（３）気象情報

全国あるいは地方、都道府県単位などで低気圧や大雨、
強風などが予想されたり、観測された場合に気象情報
（「大雨に関する気象情報」など）を発表します。

少雨、高温、低温、日照不足など長期間にわたり社会
的に大きな影響を生じる状況である場合には天候情報
（「少雨に関する気象情報」など）を発表します。

（４）台風に関する情報

気象庁では、3時間または6時間間隔で、台風の中心位
置や中心気圧、最大風速などの実況及び中心が到達する
と予想される範囲と暴風域に含まれる可能性のある地域
(暴風警戒域)などの72時間先までの予測に関する情報を
発表しています。
暴風域を伴った台風が日本付近に接近し大きな影響が

予想される場合には、1時間毎に台風の位置と、1時間後
の推定位置を発表するほか、防災的な警戒事項について
「台風に関する気象情報」を発表して警戒を呼びかけて
います。

（５）レーダー・アメダス解析雨量、降水短時間予報と降水ナウキャスト

気象レーダーの観測データとアメダスなどの雨量観測
データから、2.5km四方の領域ごとにレーダー･アメダス
解析雨量を30分毎に作成しています。この解析に基づき、
雨域の移動や地形による雨域の発達・衰弱などを考慮し
て、5km四方の領域ごとの1時間降水量を30分毎に6時間
先までを予測する降水短時間予報を発表しています。
また、極めて短時間に変化する激しい雨による浸水被

害などの軽減のため、1km四方の領域ごとの降水量を10
分ごとに1時間先まで予報する降水ナウキャストを発表
しています。

（６）指定河川洪水予報

防災上重要な対応が必要とされる河川について、国が
管理する河川は気象庁と国土交通省河川局が、都道府県
が管理する河川は気象庁と都道府県が、それぞれが持つ
実況監視情報、予測技術を活用して、共同して水位や流

量を示して洪水注意報・警報を発表しています。発表に
当たっては、例えば「多摩川洪水警報」のように河川名
を示して対象河川を明確にしています。
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予報円：予想時刻に台風の
中心が到達する可能性が大
きい範囲を円で示します。
この円の中に台風の中心が
入る確率は70%です。�

暴風警戒域：予想時刻に台風
の中心が予報円の中に進んだ
場合に、暴風域に入る可能性
がある範囲を円で示します。
この中の地点でも、予報円の
大きさとの関係で暴風域に入
る確率は変わります。�

暴風域：平均風速で25m/s以上の
風が吹いていると考えられる範囲�

強風域：平均風速で15m/s以上の
風が吹いていると考えられる範囲�

09日03時�

08日03時�

07日03時�

06日15時�

06日03時�
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気象庁は、日本及びその周辺の地震活動を常時監視し、
地震が発生すると、震源、地震の規模（マグニチュード）
を計算し、津波を引き起こす可能性のある場合には、日
本沿岸を66区分した津波予報区について、予想される津
波の高さや到達時間を津波予報等でお知らせするほか、
実際に津波が観測された場合には、津波の高さや到達時
刻など観測結果を随時発表しています。
また、震度1以上を観測した場合には、各地の震度に

関する情報等を発表しています。これらの情報は、強震
動による被害の程度を推定する目安となることから、防
災機関などが地震発生直後に防災対応をとるためのトリ

ガー（立ち上がり情報）として利用されています。また、
最大震度が5弱以上の場合、強い揺れに見舞われたおそ
れのある地域の広がりの目安として、観測された震度デ
ータから1km四方毎の震度を推計した推計震度分布図を
提供しています。
日本に被害をもたらすような津波は、チリやアラスカ

太平洋沿岸等の日本から遠く離れた場所でも発生しま
す。そのため、太平洋で発生した津波については、ハワ
イにある太平洋津波警報センター（PTWC）と密接に連
携をとりながら津波予報を行っています。

震度速報
震度3以上を観測した地域名（全国を186に区分）
を発表します。

津波予報
津波が予想される地域と予想される津波の高さ
を発表します。津波予報は予想される津波の高
さによって、津波警報（大津波、津波）と津波
注意報（津波注意）に分けて発表します。

津波情報
予想される津波の詳細な高さと津波の予想到達
時刻、または実際に観測された津波の高さと到
達時刻などを随時発表します。

震源に関する情報
津波による被害がないと判断した場合には、震
源と地震の規模（マグニチュード）に加えて、
「津波の心配なし」または「若干の海面変動があ
るかもしれませんが、被害の心配なし」と発表
します。

震源･震度に関する情報
震源と地震の規模(マグニチュード)、震度3以上
の地域名と市区町村名を発表します。また、震
度5弱以上と考えられる地域で、震度データを入
手していない地点がある場合は、その市区町村
名を発表します。

各地の震度に関する情報
震源と地震の規模（マグニチュード）、震度1以
上を観測した地点の名称を発表します。

地震回数に関する情報
地震が多発した場合、震度1以上を観測した地震
の回数を一定期間ごとにまとめて発表します。

地震�

約２分後　震度速報（震度３以上）�

約３分後　津波予報�
　　　　　震源に関する情報�
　　　　　（津波予報の必要ない場合）�
　　　　　津波情報�

その後必要に�
応じ続報�

約５分後　震源・震度に関する情報�
　　　　　　　　　（震度３以上）�
　　　　　各地の震度に関する情報�
　　　　　　　　　（震度１以上）�

　　　　　津波情報（津波観測）�

※赤字が震度関連情報�

震度６弱以上�
東京都２３区内５強以上�緊急参集チーム参集�

震度４以上�

震度５弱以上�

震度５弱以上�

震度５弱以上�

震度３以上�

地震被害推計�

被害状況の調査�

被害状況の調査�

被害状況の調査�

テレビ・ラジオで速報�

内閣情報調査室�

内閣府�

防衛庁�

海上保安庁�

警察庁�

報道機関�

消防庁�

津
波
警
報�

津
波
注
意
報�

予報の種類�

大 津 波�

津　　波�

津波注意�

解説�
津波情報で用いる�
津波の高さ�
�

3m、4m、6m、�
8m、10m以上�

1m、2m

0.5m

高いところで3m以
上の津波が予想され
ますので、厳重に警
戒してください。�

高いところで2m程
度の津波が予想され
ますので、警戒して
ください。�

高いところで0.5m
程度の津波が予想さ
れますので、注意し
てください。�

0.5m

（１）地震の際に発表する情報の種類および内容
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■地震発生直後の情報発表の流れ

■津波予報

●平成16年（2004年）新潟県中越地震
平成16年10月23日17時56分、新潟県中越地方を震源と

するマグニチュード6.8の地震「平成16年（2004年）新潟
県中越地震」が発生し、新潟県川口町で震度7を観測し
ました。この地震の後、最大震度6強2回、同6弱2回の地
震を含む非常に活発な余震活動がありました。これらの
地震により、死者48名、負傷者4,804名などの被害があり
ました（平成17年7月1日現在、総務省消防庁による）。

なお、左下図は実際に観測された震度（右下図）から
作成した推計震度分布図で、新潟県中越地方を中心とし
た震度6弱以上の分布の面的拡がりを把握することがで
きます。
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2 気象庁の発表する情報

気象庁震度階級関連解説表（抜粋）�
震度階級�

0�

1

2�

3�

4�

5弱�

5強�

6弱�

6強�

7

人は揺れを感じない。�

屋内にいる人の一部が、わずかな揺れを感じる。�

屋内にいる人の多くが、揺れを感じる。眠っている人の�
一部が目を覚ます。�

屋内にいる人のほとんどが、揺れを感じる。恐怖感を覚�
える人もいる。�

かなりの恐怖感があり、一部の人は、身の安全を図ろう�
とする。眠っている人のほとんどが、目を覚ます。�

多くの人が、身の安全を図ろうとする。一部の人は、行�
動に支障を感じる。�

�
非常な恐怖を感じる。多くの人が、行動に支障を感じる。�

電灯などのつり下げ物が、わずかに揺れる。�

棚にある食器類が、音を立てることがある。�

つり下げ物は大きく揺れ、棚にある食器類は音を立てる。座りの悪い置�
物が、倒れることがある。�

つり下げ物は激しく揺れ、棚にある食器類、書棚の本が落ちることがあ�
る。座りの悪い置物の多くが倒れ、家具が移動することがある。�

立っていることが困難になる。� 固定していない重い家具の多くが移動、転倒する。開かなくなるドアが�
多い。�

立っていることができず、はわないと動くことができな�
い。�

固定していない重い家具のほとんどが移動、転倒する。戸が外れて飛ぶ�
ことがある。�

揺れにほんろうされ、自分の意志で行動できない。� ほとんどの家具が大きく移動し、飛ぶものもある。�

棚にある食器類、書棚の本の多くが落ちる。テレビが台から落ちること�
がある。タンスなど重い家具が倒れることがある。変形によりドアが開�
かなくなることがある。一部の戸が外れる。�

人　　間� 屋内の状況�

震度は、地震動の強さの程度を表すもので、震度計を用いて観測します。この「気象庁震度階級関連解説表」は、ある震度が観測された場合、�
その周辺で実際にどのような現象や被害が発生するかを示すものです。震度階級関連解説表には、人間や屋内の状況の他に、屋外の状況や建�
物等についての記述もあります。�

■実際に観測された震度分布図■推計震度分布図
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（２）東海地震の予知

東海地域では、マグニチュード8クラスの巨大地震
（東海地震）がいつ発生してもおかしくないと考えられ
ています。気象庁はこの東海地震の発生を予知するため、
関係機関の協力を得て地震や地殻変動等の観測網を構築
し24時間体制で監視しており、異常なデータが観測され
た場合には、的確な準備行動や地震防災応急対策に資す
るため「東海地震に関連する情報」（切迫度により、東
海地震観測情報、東海地震注意情報、東海地震予知情報
の3種類）でお知らせします。

「東海地震観測情報」
異常なデータが観測されているものの、東海地震との

関係がすぐには判断できない場合に発表します。住民の
方はテレビやラジオなどの報道を聞き逃さないようにし
て、平常どおりお過ごしください。

「東海地震注意情報」
さらに異常なデータが観測され、東海地震の前兆現象

である可能性が高まったと判断された場合に発表しま
す。気象庁が東海地震注意情報を発表すると、これを受

けて政府は社会的混乱を防止するための措置を講じ防災
機関などでは準備行動を始めます。住民の方は、報道に
注意して、政府からの呼びかけや県・市町村などが定め
る防災計画に従って行動してください。

「東海地震予知情報」
地震の専門家からなる「地震防災対策強化地域判定会」
での検討に基づき、東海地震の発生のおそれがあると判
断した時に発表します。ほぼ同時に内閣総理大臣から警
戒宣言が発表されますので、住民の方は、この警戒宣言
や、県・市町村などの指示に従って行動してください。

また、東海地震に関連する情報発表後、東海地震発生
のおそれがなくなったと判断した場合には、その旨を情
報で発表します。
なお、東海地震を直前に予知するための観測技術は

年々進歩していますが、現状では直前予知ができる場合
とできない場合があります。予知の有無にかかわらず、
いつ地震が発生しても対応できるように、日頃から備え
ておくことが大切です。
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地
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部
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置�事態の推移�

防災機関などの対応� 情 報 収 集 � 準 備 行 動 �
都県地震災害警戒本部�
市町村地震災害警戒本部の設置�

気象庁が発表する情報� 東海地震観測情報� 東海地震注意情報� 東海地震予知情報�

・異常なデータが観測されているものの、東海地
震との関係について直ちに判断できない場合�

・東海地震発生のおそれはなくなったと認められ
た場合、また、発生した地震が東海地震と関連が
ないと判断できる場合�

東海地震の前兆現象の可
能性が高まったと認めら
れた場合�

東海地震が発生するお
それがあると認められ
た場合�

地震活動等総合�
監視システム�

気象庁及び�
 他機関の監視

内
閣
総
理
大
臣�

閣

議

�

■東海地震に係る情報発表の流れ　～異常の検知から警戒宣言まで～



（３）火山情報

日本には108の活火山があります。活火山とは、過去1
万年の間に噴火したことがある火山もしくは現在噴気活
動が活発な火山のことです。火山が噴火すると、時には
大きな災害を引き起こし、また災害が長期にわたること
があります。気象庁ではこれらの災害を防止、軽減する
ために、火山活動の異常や状況、評価などを記載した火
山情報を発表し、迅速に地元の地方公共団体などの防災
関係機関や報道機関に伝達しています。
また、平成15年11月からは、火山活動の度合を数値で

示した火山活動度レベル（右表）を火山情報に記載して
発表することとしました。平成17年5月現在、12の火山1）

において火山活動度レベルを発表しています。このほか
の火山についても、順次導入を進めていく予定です。
迅速かつ的確に火山情報を発表するため、気象庁では、

本庁及び札幌、仙台、福岡各管区気象台の火山監視・情
報センターにおいて、火山活動を監視しています（P21
「火山の監視」参照）。また、学識経験者や関係行政機関
で構成される火山噴火予知連絡会を随時開催し、火山活
動について総合的な評価を行っています。
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1）吾妻山、草津白根山、浅間山、伊豆大島、九重山、阿蘇山、
雲仙岳、霧島山、桜島、薩摩硫黄島、口永良部島、諏訪之瀬島

情報の種類�

■火山情報�
内　　　　容�

緊急火山情報�生命、身体に関わる火山活動が発生した場合、�または、そのおそれがある場合に発表�

臨時火山情報�火山活動に異常が発生し、注意が必要なとき�に随時発表�

火山観測情報�緊急火山情報、臨時火山情報を補うなど、火�山活動の状況をきめ細かく発表�

日光海山�
南日吉海山�

福徳岡ノ場�
北福徳堆�
硫黄島�
噴火浅根�
海徳海山�
海形海山�
西之島�浅間山�

榛名山�
赤城山�
日光白根山�
高原山�
那須岳�
安達太良山�
吾妻山�
蔵王山�

鳴子�
栗駒山�

岩手山�
八幡平�

十和田�

恐山� 倶多楽�
樽前山�
恵庭岳�

嬬婦岩�
伊豆鳥島�
須美寿島�
ベヨネース列岩�

N24°�

N28°�

N32°�

E144°�E140°�

青ケ島�

八丈島�
御蔵島�
神津島�

三宅島�
新島�
利島�
伊豆大島�

丸山�

摩周�

泊山�
雌阿寒岳� 羅臼山�

爺爺岳�
ベルタルベ山�
択捉焼山�
小田萌山�

指臼岳�
茂世路岳�

散布山�
択捉阿登佐岳�

ルルイ岳�

知床硫黄山�

羅臼岳�
アトサヌプリ�利尻山�

大雪山�
十勝岳�

羊蹄山�
ニセコ�有珠山�

北海道駒ヶ岳�
恵山�

渡島大島�
岩木山�

八甲田山�
秋田焼山�
秋田駒ヶ岳�

鳥海山�

肘折�
磐梯山�

沼沢�

燧ヶ岳�

妙高山�
新潟焼山�

伊豆東部火山群�
箱根山�
富士山�

横岳�

草津白根山�
弥陀ケ原�
焼岳�

アカンダナ山�
乗鞍岳�
白山�
御嶽山�

三瓶山�

鶴見岳・伽藍岳�
由布岳�
九重山�

阿蘇山�
霧島山�
若尊�

桜島�

阿武火山群�

雲仙岳�
福江火山群�

米丸・住吉池�
池田・山川�
開聞岳�
薩摩硫黄島�
口永良部島�
口之島�
中之島�
諏訪之瀬島�

硫黄鳥島�

西表島北北東�
海底火山�

南日吉海山�
福徳岡ノ場�

4 中～大規模噴火活動等�
火口から離れた地域にも影響の可能性があり、警戒が必要�

3 小～中規模噴火活動等�
火山活動に十分注意する必要がある�

2 やや活発な火山活動�
火山活動の状態を見守っていく必要がある�

1 静穏な火山活動�
噴火の兆候はない�

0 長期間火山の活動の兆候がない�

レベル�

■火山活動度レベル�

火山はそれぞれ噴火の様態などその活動に大きな差異がある�
ことから、この表は一般的なイメージを示したものです。�
個々の火山に関する活動度レベルの内容については最寄りの�
気象台などにお問い合わせください。�

内　　　　容�

5 極めて大規模な噴火活動等�
広域で警戒が必要�

■日本の活火山分布図

2 気象庁の発表する情報
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気象庁では、天気予報や週間天気予報、季節予報を発
表しています。また、最近注目を集めている紫外線、黄

砂に関する情報を提供しています。

（１）天気予報

明後日までの天気、風、波浪のほか、
最高・最低気温、降水確率を、各都道府
県を1～4 (北海道は16) 区域に分けて、1日
3回（5､11､17時）予報しています。
全国を20km四方に区切って、24時間ま

たは36時間先までの3時間ごとの天気、降
水量、気温及び日最高・最低気温などを
予報する「分布予報」、代表的な地域（全
国で141）における3時間ごとの天気や気
温、風向・風速を予報する「地域時系列
予報」を発表しています。

天気予報の適中率は、昭和34
年に開始した数値予報の進展など
により、着実に向上しています。
降水の有無予報についての適中

率は、予報文に示された雨または
雪の有無を観測データと比較して
求めたものです。最低気温の精度
は、予報値の平均的な誤差幅を表
す二乗平均平方根誤差の値で示
し、誤差幅が小さいほど予報精度
は高いことを意味します。適中率、
誤差幅は年々の変動が大きいた
め、グラフはその年を含む過去5
年間の平均値も併せて示していま
す。

（2）週間天気予報

向こう1週間の毎日の天気、降水確率、最高・最低気
温などを予報します。原則として都道府県単位で行い、

全国58地域を対象として毎日発表しています。
一般的に、週間天気予報の適中率は予報期間が長くな

るにつれて低下します。このた
め利用に当たっての参考として
信頼度を発表しています。信頼
度は、過去の週間天気予報の精
度を参考に、Ａ～Ｃの3段階で
表わし、信頼度Ａは過去10年間
の週間天気予報の週前半の平均
的な精度と同程度、Ｂは週後半
の精度と同程度、Ｃは週後半の
精度よりも低いことを表わして
います。

■天気予報の適中率と気温予報の精度

■分布予報 ■時系列予報

天気予報など2-3

平成17年08月04日11時00分発表　04日12時～15時の予想

（3）季節予報

1か月から半年程度先の平均的な気温や降水量などを
予報するもので、気温（降水量）等を「低い（少ない）」
「平年並」「高い（多い）」の3階級に分け、それぞれの階
級が出現する可能性の大きさを確率で表現しています。
北日本・東日本・西日本・南西諸島の4区分のほか、全
国をさらに細分化した11区分を対象に予報を発表してい

ます。
日々の天気予報とは異なり、半月程度より先の天気を

断定的に予報することは難しいため、予想期間の平均的
な気温などの状況を確率で表現していますので、その数
字の大小にも着目してください。

（4）紫外線･黄砂に関する情報

●紫外線情報
最近、紫外線による健康被害（皮膚がんや白内障）が

明らかになり、世界保健機関や環境省では紫外線対策を
呼びかけています。気象庁では、平成17年5月から紫外
線に関する情報の提供を開始しました。日本周辺の紫外
線の予測や観測結果を、国際的な指標であるUVインデ
ックスを用いて気象庁ホームページに掲載しています。

●黄砂に関する気象情報
気象庁では平成16年1月から黄砂に関する情報の提供

を開始しました。交通機関などや、広い範囲で日常生活
に影響が予想される場合には、「黄砂に関する気象情報」
を発表します。また、気象庁ホームページには日本周辺
の黄砂観測結果、予測結果を掲載しています。
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種類�

１か月予報�

３か月予報�

暖候期／寒候期�
予報�

毎週金曜日１４時３０分�

毎月２５日頃１４時�

２月２５日頃（暖候期）、�
９月２５日頃（寒候期）１４時�
（３か月予報と同時）�

向こう１か月及び週ごとの平均気温、向こう１か月の合計降水量、合計�
日照時間、合計降雪量（冬季の日本海側のみ）�

３か月及び月ごとの平均気温、合計降水量、３か月合計降雪量（冬季の�
日本海側のみ）�

暖候期予報では夏（６～８月）、寒候期予報では冬（１２～２月）の平均�
気温及び合計降水量、これに加えて暖候期予報では梅雨時期（６～７月、�
南西諸島は５～６月）の合計降水量、寒候期予報では日本海側の合計降�
雪量�

発表日時� 確率で表現している予報要素�

■季節予報の種類と内容�

■紫外線情報の例 ■黄砂分布の予測図の例
（黄色い箇所が黄砂が予想される地域）

2 気象庁の発表する情報
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気象庁では、航空機や船舶など交通機関の安全運航を
支援する情報を関係機関に提供しています。また、農業
や電力など気象の影響を大きく受ける産業にも気象情報
の提供を行っています。

一方、民間気象事業者は気象庁が提供する基礎的なデ
ータを使用して、気象の影響を受けるさまざまな産業へ
気象情報を提供しています。

（1）航空機向け気象情報

航空機の安全で効率的な運航などを確保するため、航
空管制機関や航空会社に、空港周辺や上空の航空路など
の気象情報を提供しています。

●空港の気象状況に関する情報
空港の風、視程、雲などの状態について定時的に情報

を提供するほか、運航に重大な影響を及ぼす大気下層の
風の急変域や雷の発生状況に関する情報を随時提供して
います。主要空港の風向･風速、視程,雲の高さなど予想
して「飛行場予報」として提供し、特に空港に駐機中の
航空機や空港施設などに重大な影響を与える気象現象が
予想される場合には「飛行場警報」や「飛行場気象情報」
を発表し警戒を呼びかけています。

●上空の気象状況に関する情報
飛行中の航空機に影響を及ぼす航空路の雷電、台風、

乱気流、着氷などの悪天候について「空域気象情報」を
提供しています。また、飛行中の航空機への火山灰によ
る影響を未然に防ぐために「航空路火山灰情報」を提供
しています。

出発前の飛行計画� 出発空港や目的空港の気象�

航空路の乱気流や雷、悪視程�駐機中の航空機や空港施設の安全確保�

　パイロットや運航管理者は、航空路
や目的空港の気象状態や予報をもとに
安全で快適な飛行コース、搭載燃料な
どを決めます。�

　航空機の離着陸には空港の風や雲、
視程などの気象情報が必要です。�

　空港内の航空機や施設を気象災害か
ら守るためにも適時、的確な気象情報
が必要です。�

　積乱雲の周辺には乱気流や雷などの
危険な現象があります。航空機はこれ
らを避けて飛ばなければなりません。�
　低い高度を飛ぶ小型機は飛行経路の
悪視程に注意しなければ
なりません。�

（2）船舶向け情報

船舶の安全な航行、漁船の安全操業など海上における
活動を支援するために、海上の気象予報・警報、波浪予
報・警報、海面水温・海流予報などを発表しています。
また、冬期間には海氷の予報と情報を発表しています。
これらの情報は、船舶・気象衛星などによる観測成果を
全世界から収集し、解析して作成しています。
こうした情報は、船舶などがいち早く入手して安全に

航行できるように、気象庁が行う無線ファックス通報の
ほか、海上保安庁や漁業無線局からも通報されています。

■外洋波浪24時間予想図の例

交通安全･産業を支える気象情報2-4



（4）民間気象事業者の支援の情報と活用

気象庁は、民間気象事業者などが必要とする各種の基
礎的なデータを(財)気象業務支援センターを通じて提供
しています。また、利用者が適切で質の高い情報提供を
受けられるよう、気象予報士や予報業務許可の制度の運
用を行っています。
民間気象事業者は、観測データや数値予報結果などの

予測データを入手し、気象予報士を配置し、適切な予報
を行うことができる条件を整え、気象庁長官の許可を得
て、天気や波浪などの予報を行っています。平成17年3
月末現在、全国で56事業者がこの許可を受けています。

気象予報士は、気象予報士試験に合格し、気象庁長官
の登録を受けた人です。平成17年3月末現在、5213名が
気象予報士として登録されています。
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（3）農業気象情報

気象に起因する農業災害の防止や軽減、気象を利用し
た農業技術の高度化及び生産性の向上を図るため、気象
庁は都道府県の農業担当部局などを通じて農業気象情報
の提供などを行っています。この情報の作成に当たって

は、農林水産省や自治体の協力を得てその内容などの高
度化を進めています。

事業者数�

年度売上高�

86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 2000 01 02 03 04
0

10

20

30

40

50

60

70

事業者数�

0

50

100

150

200

250

300

350

総売上高（億円）�

西暦年�

15 16 16
18 20

22 24 26
30

37
39 41 41 43 44

48
55

26

56

128
140

152
175

190

235

261
281 279 288

321 318
294 298

284 289
321

301

■予報業務許可事業者数と気象関連事業の年間総売上高の推移�

気象庁では、観測結果や調査結果、施策の内容などについて刊行物で公表しています。データを収録し
たCD-ROMを付録としたものや、ホームページで閲覧できる資料もあります。

刊行物�

気象業務はいま�

全国異常気象概況�

異常気象レポート�

気候変動監視レポート�

気候系監視年報�

オゾン層観測報告�

大気・海洋環境観測報告�

地球温暖化予測情報�

年１回�

年１回�

５年毎�

年１回�

年１回�

年１回�

年１回�

隔年�

気象業務の１年間の動き、新しい取り組みなどを紹介�

人的被害や社会活動に大きな影響があった主な気象災害の概況�

異常気象・気候変動などに関する科学的知見�

地球温暖化などの気候変動に関わる観測・解析結果�

毎月の日本や世界の天候、大気大循環、海洋の状況などの情報を１年分�
とりまとめたもの�

地上観測や衛星観測データに基づいて前年のオゾン層や紫外線の状況と�
長期的な変化傾向をとりまとめたもの�

オゾン、温室効果ガス、海洋汚染等の観測・解析結果�

地球温暖化に伴う世界及びわが国周辺における約１００年後の気候変化に�
関する予測結果�

発表頻度�内容�

■　気象庁の主な刊行物�

2 気象庁の発表する情報
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地球温暖化やオゾン層破壊については、人類の生存基
盤を揺るがす地球環境問題として、国際的に協調して対
策が進められています。
気象庁では、気候変動・地球環境問題や、異常気象な

どに関するさまざまな問題への対策に資するため、観
測・監視の結果や地球温暖化の予測情報などを提供して
います。世界の異常気象との関連で関心の高いエルニー
ニョ現象など海洋の状態についても情報を提供していま
す。

（1）地球温暖化の監視と予測に関する情報

産業革命以降、産業の発展に伴い、大気中に含まれる
二酸化炭素やメタンなどの温室効果ガスの濃度が増加し
続けています。温室効果ガス濃度の増加は地球温暖化を
促し、気温の上昇や、降水量の変化、海面の上昇などに
よる社会・経済活動への影響に対する懸念が増大してい
ます。
気象庁は、温室効果ガスについて国内3地点で大気中

の濃度を観測するとともに、海洋気象観測船により日本
周辺や北西太平洋上でも大気及び海水中の濃度を観測し
ています。これらの観測結果を「大気・海洋環境観測報
告」として毎年公表しています。それによると、日本周
辺の二酸化炭素濃度は1987年以降約1.7ppm/年の増加率を
示しています。
地球温暖化の進展やそれに伴う異常気象の状況を見る

ため、気象庁では地球全体の気温や降水量等の経年変化
などをまとめ、「異常気象レポート」として公表してい
ます。最新のレポートによると、地球全体で平均した地
上気温は、数年から数十年程度の変動を繰り返しながら、
長期傾向として100年あたりおよそ0.7℃の割合で上昇し
ています。
気象庁では、大気中の温室効果ガス濃度の増加に伴う

地球温暖化について、気象研究所が開発した気候モデル
を用いて、地上気温、降水量、海面水位などの変化を予
測し、「地球温暖化予測情報」として発表しています。
日本付近の詳細な気候変化予測結果によると、約100年
後には年平均気温が2～3℃程度、年降水量は最大20%増
加する見込みです。

（２）異常気象の情報　

気象庁では、世界の気象災害の可能性をいち早く把握
し産業界などが経済変動などへの対応を的確に行うた
め、世界の異常気象やそれをもたらす大気の流れ、海洋
の状態を監視し、その結果を「全球異常気象監視速報」
として公表しています。

■全球異常気象監視速報

世界各地で起こった異常気象を示しています。

約100年後における日本付近の年平均気温の変化量（℃）
（地球温暖化予測情報第6巻より）

綾里（岩手県）、南鳥島（東京都）および与那国島（沖縄県）
における二酸化炭素濃度（1987～2004）の経年変化（月別
値と平滑化したもの）。季節変化を繰り返しながら濃度が
年々増加していく様子がわかります。

世界の年平均地上気温（陸上のみ）の長期的な変化（1880
～2004年）。棒グラフは各年の値、赤線は各年の値の5年移
動平均を、緑線は長期変化傾向を示しています。

■二酸化炭素濃度の経年変化

■地球全体の地上気温の経年変化

■数値モデルによる地球温暖化予測

地球環境・海洋についての情報2-5

（３）オゾン層の情報

地上からの高さ10㎞～50㎞までの大気中にはオゾンの
濃度が高い層があり、これをオゾン層と呼んでいます。

このオゾン層は、生物に有害である太陽からの紫外線の
多くを吸収することにより、地球上の生物を保護してい
ます。
近年、人工的に作り出されたクロロフルオロカーボン

類（フロン）によるオゾン層の破壊が進んでいます。気
象庁では、南極上空に出現するオゾンホールの動向、国
内での観測結果など、日本及び世界のオゾン層の状況に
ついてオゾン層観測報告などで公表しています。
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南半球のオゾン層の状
況（中央部の白から灰
色の部分がオゾンホー
ル）。（NASA（米国航空
宇宙局）から入手した
データをもとに作成）

（４）海洋の健康診断表

「海洋の健康診断表」は、次のような海洋の状態や今
後の見通しをわかりやすく解説するもので、気象庁ホー
ムページなどで平成17年度より新たに提供を始めます。

①　海洋の水温や海洋中の温室効果ガス濃度の変化
など、地球温暖化に関わる海洋の長期変化

②　エルニーニョ現象など、気候に関連する数か月
から10年規模の海洋変動

③　黒潮・親潮や水温、潮位、海氷の状況などに関
する、週から月規模の海洋変動

④　海面浮遊汚染物質など、海洋汚染の状況

2 気象庁の発表する情報

東風�

冷水�

暖水�

インドネシア近海� 南アメリカ�

平常の状態�平常の状態�

弱い東風�

冷水�

暖水�

インドネシア近海� 南アメリカ�

エルニーニョ�
現象の状態�
エルニーニョ�
現象の状態�

■エルニーニョ現象発生の仕組み�

海水の温度は、浅いところは暖かく、深いところで
は冷たくなっています。太平洋の赤道付近では、ふ
だんは東風が吹いていて、上のほうの暖かい水は西
に吹きよせられていますが、この風が弱まることで
東に暖かい水が広がり、エルニーニョ現象が発生し
ます。�
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近年の海面水位は、過去100年で最も高い状態にあります。�

■エルニーニョ監視速報

■日本沿岸の平均的な海面水位変化

■海面水温偏差図

○「海洋の健康診断表」で提供する情報の一例

2002/03年のエルニーニョ現象最盛期（2002年11月）
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防災対策は、国民の生命財産を守るため
の、国のもっとも重要な役割のひとつです。
気象庁は自然災害の防止・軽減、災害発生
時の応急対策、二次災害発生の防止などに
必要な地震・津波・火山活動や大雨・台風
などに関わる防災気象情報を、国・地方公
共団体（都道府県、市町村）へ提供してい
ます。特に、大きな地震や津波が発生した
場合は、気象庁が発表する地震情報や津波
警報に基づいて、関係省庁の幹部が直ちに
首相官邸へ参集して、政府一体となった初
動対応がとられます。同様に、地方自治体
においても初動体制がとられ必要な場合は、
避難勧告などの措置を行い、住民の避難を
促します。

緊急災害対策本部（本部長：内閣総理大臣）等�
（本部員：国務大臣及び指定行政機関の長）�

緊急参集チーム（官邸）�
（気象庁次長等）�

防
災
関
係
省
庁�

指定行政機関�
（災害対策基本法による）�

関
係
部
局
へ
の
指
示
等�

支
援
・
総
合
調
整�

国

民

�

報道機関�

都
道
府
県�

市
町
村�

地震、津波、台風、集
中豪雨等の異常な自然
現象の把握と予測�

防災気象情報�

気 象 庁 �

気象庁以外による対応�防災気象情報の流れ�

避難勧告，警戒�
区域の設定等�

津波警報�
　大津波�
　津波�
�

強風注意報�
雷注意報�
波浪注意報�
大雨注意報�
大雪注意報�

船舶向け�
気象情報�

震源・震度に…�
○○地方で地震が…�
震度6強　○△□�

航空気象情報�

　�

　�

　�　　　�

気象庁（気象台）�
防災気象情報の発表�

日�時�
台風第�号�

日�時�

日�時�

日�時�

台風予報�

指定行政機関�

Ｎ Ｈ Ｋ �

報 道 機 関 �

国土交通省機関�

警察庁（県警）�

指定公共機関�

都道府県�

　　�ＮＴＴ�

◎市町村�
避難準備情報や�
避難勧告、避難指示�

関係団体�
市
町
村�

国

民

�

民 間 気 象 事 業 者 � 利用者�

海上保安庁� 船舶�

　�国土交通省（航空局）� 航空機�

・大雨警報�
・洪水警報�
・大雪警報�
　等�

○防災気象情報の提供の仕組み

3 多様な場面で活用される気象情報

国・地方自治体などの防災行政における緊急情報として3-1

■国の防災体制と気象庁の役割



○国民の生活情報・防災情報として
気象庁が発表する天気予報や警報などのさまざまな防

災気象情報は、テレビやラジオなどの報道機関へ直ちに
提供されています。報道機関では定時の天気番組のほか、
警報発表時や地震時においては、テロップや特別番組な
どにより国民に警戒を呼びかけています。またインター
ネットを通じて、気象庁の発表する防災気象情報を気象
庁ホームページ等から入手することが可能です。

○防災気象情報の発表
観測技術の高度化や数値予報技術

の進展により、大雨や大雪等の気象
現象の予測精度は向上しています
が、洪水や土砂災害など甚大な被害
をもたらす局地的な豪雨の予測精度
は十分とはいえません。
気象台では、数値予報に基づく予

測資料に加えて、アメダスやレーダ
ーの観測資料を用いて、刻一刻変化
する気象現象をリアルタイムに監視
し、警報の内容を補完する気象情報
を随時発表しています。
日頃から、これらの気象情報の入

手方法を確認しておき、常に最新の
情報を入手することにより、自らの
防災行動に役立てることが重要で
す。
右図では、大雨現象の進行と、そ

の際に気象台が発表する大雨警報を
はじめとした防災気象情報の例を示
しています。
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大雨に関する気象情報�
大雨の可能性が高いことをお知らせします�

大雨注意報�
警報になる可能性がある場合は、その旨をお知
らせします�

大雨に関する気象情報�
雨の状況・予想を適宜発表します�

大雨警報�
重大な災害の恐れがある場合に、大雨期間、ピ
ーク時刻、雨量の見通しと、特に警戒を喚起す
べき事項も示して発表します�

大雨に関する気象情報�
刻一刻変化する激しい雨の発現地域や予想され
る地域を示して大雨警報を補完します�

記録的短時間大雨情報�
数年に一度の猛烈な雨が観測された場合に発表
します�

大雨警報「重要変更!」�
「過去数年で最も土砂災害の危険性が高くなっ
ています。」�
と表現された地域は一層厳重な警戒が必要です�

約１日程度前�

大雨の可能性�
が高くなる�

半日～数時間前�

強さ増す�

数時間～�
１，２時間前�

大雨が一層�
激しくなる�

記録的な�
大雨出現�

被害の拡大が�
懸念される�

大雨始まる�

（１）民間気象事業者の情報

産業界での気象情報の活用や、気象の状況が産業活動
へ与えるリスクへの認識は年々高まっています。例えば、
天気予報を使った行事の日程の決定、気温予測を踏まえ
た商品の仕入量の決定など、観測データや予測情報など、
さまざまな気象情報がいろいろな形に
加工され利用されています。
例えば気象情報を上手に使って、天

候が原因となる経済的な損失を最小限
に抑え有効な経営戦略を立てようとす
る産業界の動きに対応して、民間気象
事業者が気象情報を最終的な利用者の
ニーズに合せ編集・加工し提供してい
る場合があります。企業と契約し、
「商品の売れ行き予測」や「船舶の最
適航路の判定」など、各企業の経営戦
略に必要な情報を付加し提供している
民間気象事業者もあります。
最近では、極端な天候により企業の

収益低下を補償する「天候デリバティブ」という金融商
品が開発され普及が進み、企業が収益を長期的に安定さ
せ、企業価値を高めるために活用されています。これに
も気象情報が利用されています。
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民間気象事業者などは幅広いニーズに対応するための
気象情報を作成し提供しています。気象庁では、気象庁

以外の方が気象データを利用したり、あるいは自ら観測
したりする場合の手順などを定めています。

民間気象事業者による気象情報など3-2

■気温と売れ筋商品との分析例�

「産業と気象のABC（朝倉正）」より気象庁作成�

0

5
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30

35

1月�2月�3月�4月�5月�6月�7月�8月�9月�10月�11月�12月�

℃�

気
温
（
東
京
）�

30℃�かき氷�

27℃�すいか�
25℃�冷麦・アイスクリーム�
24℃�水着�

22℃�ビール�
七分袖�23℃�

スーツ�20℃�19℃�半袖シャツ�
長袖ブラウス�17℃�
ショートコート�16℃�
すき焼�14℃�

セーター�11℃�
湯どうふ�9℃�
灯油�7℃�

（２）気象などの証明と鑑定

気象、地象（地震や火山）などに関する事実について、
証明書や鑑定書の発行を行っています。証明とは観測さ
れた記録に基づいて確認すること、鑑定とは記録により

科学的に判断することをいいます。
証明書や鑑定書の発行を受ける際には、手数料が必要

となります。

（３）気象測器の検定

一般に公表される気象観測データは、予報に用いられ
るとともに、例えば大雨の時の降水量データなど、その
データ自体が防災情報となることもあります。このため、
気象の観測には一定の精度が求められるとともに、この
精度を維持する必要があります。
気象庁は、自ら実施する気象の観測に用いる測器（温

度計、気圧計、雨量計等）について、定期的に検査を行

い、その精度を維持しています。また、気象庁以外の者
でも、観測データを一般に公開するなどの目的で気象の
観測を行う場合は、その用いる測器について検定を受け
なければならないこととされています。
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（１）ホームページによる情報提供

気象庁では、ホームページに警報・注意報、地震情報
などの防災気象情報のほか、アメダスによる気温、降水
量などの観測データや衛星画像、レーダー画像を掲載し
随時更新しています。また地球環境・海洋の各種資料、
地震・火山関係のデータなどを掲載し、従来は、一般の
方々が、直接資料を閲覧することによってその内容を知
ることができた過去の観測結果などを、気象台などの窓
口を訪れることなくホームページから入手できるように
なっています。また、報道発表資料なども発表後速やか
に掲載しています。防災気象情報のほかにも、気象、地
震、地球環境などに関する知識のコーナーや子ども向け
にわかりやすく解説したコーナーもあります。
年々増加するアクセス数にこたえられるように、最新

のインターネット技術を導入したり、各ページへの適切
なタイトルの添付、視覚障害者への配慮など、操作性や
利便性の向上を図ったりするなど、情報をより得やすく
なるよう改善に努めています。

なお、気象庁が保有する気象データや天気図などの資
料は、全国の気象台や測候所でも閲覧することができま
す。

３　多様な場面で活用される気象情報

天気予報や警報･注意報、地震情報や津波予報は、こ
れまで多くの場合防災機関または報道機関を通じて住民
の方々へお知らせしていました。これに加えて、最近で

はインターネット技術の急速な発展を背景として、イン
ターネットにより一般の方々が直接入手できるようにし
ています。

インターネットによる情報提供3-3

（２）国土交通省防災情報提供センター

国土交通省防災情報提供センターは、国土交通省が保
有する防災情報を、インターネットを通じ提供すること
を目的として開設されたウェブサイト
（http://www.bosaijoho.go.jp/）です。
同センターは、国土交通省河川局、

道路局及び気象庁の観測による雨量デ
ータ及びレーダー情報を統合し、即時
に提供する「リアルタイム雨量」及び
「リアルタイムレーダー」と、国土交
通省の災害対応に関する各種の防災情
報ページへのリンクをトップページに
配置しており、防災に係る情報を容易
に入手できるようにしています。
また、「観測情報（データと主な災

害の情報）」では、「気象・河川・海岸
のデータ」、「地殻変動データ」、「主な
風水害の情報」、「主な地震･火山災害
の情報」の4種類のメニューからデー
タの検索やその結果の表示を行うこと
ができます。

リアルタイム雨量情報�

リアルタイムレーダー情報�

リアルタイム情報

国土交通省 防災情報提供センター�
　ホームページ（運営主体：気象庁）　�

【平成15年6月開設】�

●集約・一元化したリアルタイム情報�

●各部局の防災関連情報・災害情報�

　　　�

ＧＩＳによる観測情報

気象・河川・海岸のデータ�

地殻変動データ�

光ファイバーネットワーク・
インターネット

○○局�
防災情報�土地・水資源局�

防災情報�

都市・地域整備局�
防災情報�

○○局�
防災情報�

河川局�
防災情報�

道路局�
防災情報�

国総研�
防災情報�

海上保安庁�
防災情報�

北海道局�
防災情報�港湾局�

防災情報�
国土地理院�
防災情報�

気象庁�
防災情報�

国土交通省防災情報提供センター�
－国土交通省が保有する防災情報をワンストップ提供－�

●ＧＩＳ（地理情報システム）を活用した�
　観測情報　（平成１６年６月～）�

災害時……�
知りたい場所の気象や�
災害の情報が欲しい！�

■ホームページから閲覧できる情報の一例

台風情報

震度分布図

気象レーダー

アメダス
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天気予報などで対象とする気象現象は、地上から上空
十数kmまでの「対流圏」と呼ばれる層において発生して
います。このため、気象の観測では、これらを総合的に

捉えて行う必要があり、気象庁では、地上での気温、降
水量など一般的な気象観測のほか、上空の気温などの観
測、気象衛星による観測などを行っています。

（１）地上気象観測

地方気象台や測候所などでは、降水量、気温、気圧な
どの観測を行っています。これは、「地上気象観測」と
呼ばれ、様々な気象観測のなかで最も基本的な観測です。
また、気象庁は、全国約1300か所に無人の観測所を設置
し、降水量などの観測を行っています。これがいわゆる

「アメダス」です。アメダ
スにより観測されたデー
タは、10分ごとに配信さ
れています。

気象の観測4-1

（２）気象レーダーによる雨の観測

全国20地点に、「気象レーダー」を設置し、降水の強さや
広がりを把握することにより、アメダス等による観測ととも
に、日本全国の降水状況を監視しています。

（３）高層気象観測

低気圧などの大気の諸現象
は、主に、地上から十数km上
空までの対流圏において発生し
ています。また、その上にある

成層圏と呼ばれる層において発生する現象も、気象現象
に大きく関連しています。気象庁では、これら上空の気
象現象を捉えるため、「ラジオゾンデ」という観測機器

を気球に吊して飛揚させ、地上から約30km上空までの気
圧、気温、湿度及び風について観測しています。また、
気象庁では、「ウィンドプロファイラ」を用いて、約5km
上空までの層における風の動きを10分ごとに観測してい
ます。これら上空の気象状況を把握するための観測は
「高層気象観測」と呼ばれています。

■�ラジオゾンデ観測官署�
●�ウィンドプロファイラ観測局�
◆�気象レーダー観測官署�

父島� 南鳥島�

ウィンドプロファイラ

アメダス

気象レーダー

4 気象庁の観測システムと基盤情報システム

■高層・気象レーダー観測網
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（４）衛星による気象観測

衛星による気象観測は、台風の進路など、地上からで
は捉えられない広範囲な気象状況を把握するために不可
欠なものとなっています。また、世界気象機関（WMO）
は、世界気象監視計画に基づき、複数の静止気象衛星と
極軌道衛星からなる世界気象衛星観測網の構築を提唱し
ており、我が国もその一翼を担っています。

①静止気象衛星「ひまわり」
我が国は、昭和52年（1977年）に静止気象衛星「ひま

わり」を打ち上げ、衛星による気象観測を開始しました。
以来、東経140°の赤道上空約36,000kmから雲の高さや
分布、上空の風の状況、地表面の温度、水蒸気の量など
を観測しています。
運輸多目的衛星「ひまわり6号」では、観測の回数が

倍増することにより、台風や大雨をもたらす積乱雲の動
向などをよりきめ細かく監視でき、また、夜間の観測の
精度も上がるなど、以前に比べて観測機能が強化されて
います。

②極軌道衛星等
気象庁では、「ひまわり6号」による観測のほか、米国

の「NOAA」などの極軌道衛星のデータを受信し、これ
らを大気の状況の把握に活用しています。また、気象衛
星以外の地球観測衛星からも、海上の風の状況や降水分
布などの重要なデータが得られます。気象庁は、これら
の情報も防災情報の発表や地球環境の監視に活用してい
ます。

（５）航空気象観測

航空機の離着陸には、風、視程、雲などが大きく影響
します。このため、各空港で気象状態を常時監視し、定
時又は臨時に観測を行い航空管制機関や航空会社に通報
しています。また、日本やその周辺域で発生する空中放
電や落雷放電を自動的に観測する雷監視システムを運用
しています。さらに、航空機の離着陸時に特に重大な影
響を及ぼす大気下層の風の急変を観測するため主要8空
港に空港気象ドップラーレーダーを設置しています。

空港における航空気象観測�

RVR、シーロメーターは、航空機の操縦席から滑走路が見えるか見えないかを�
判断するための観測機器です�

ドップラーレーダー�

シーロメーター� 気温・湿度計�
風向風速計�
ＲＶＲ・雨量計�
雷監視システム�

ＲＶＲ�

風向風速計�
ＲＶＲ�

シーロメーター�風向風速計�
ＲＶＲ�
シーロメーター�

風向風速計� 気圧計�

風向風速計�
ＲＶＲ�

■運輸多目的衛星「ひまわり６号」

■世界気象衛星観測網

21

（１）地震観測網

気象庁は、地震発生時、速やかに震源と地震の規模を
決定するため、全国約180か所からなる地震観測網を整
備し監視しています。また、全国約600か所に震度計を
配置し、他機関の設置した約3,000か所の震度計のデータ
とあわせ｢震度速報｣などとして発表しています。また、
地震に関する調査研究を推進するため、大学等関係機関
から地震観測データを収集し、文部科学省と協力して全
国の地震データを一元的に管理し、処理・分析しています。

地震・東海地震・火山の観測4-2

（２）東海地震観測

東海地震はプレート境界で起こる地震です。プレート
境界は普段は強くくっついていますが、東海地震の前に
は少しずつすべり始め（｢前兆すべり｣）、最終的に大き
くずれて東海地震になると考えられています。

気象庁では、この｢前兆すべり｣を捉えるため、他の関
係機関の協力を得て、東海地域とその周辺に体積歪計や
地震計などの観測測器を高密度に展開（右下図）し、気
象庁において監視しています。

（３）火山の監視

日本の活火山のうち、気象庁では、現在活動が活発な
26火山に地震計などの観測装置を設置し、監視を行って
います。また、大学など他の観測機関と観測データの交
換などを行って監視を強化しています。
火山活動に異常が発生した場合には、直ちに火山機動

観測班が出動し、観測体制を強化します。

：気象庁（６０２地点）�
：地方自治体（２８４８地点）�
：防災科学技術研究所（３２０地点）�

噴煙や噴出物等の観測�
目視または監視カメラなど�
により噴煙の高さや量、色、�
流向、火山灰や噴石などの�
噴出物などを観測します。�

火山体の変形の観測�
傾斜計やGPS、レーザー�
測距儀により火山体の変形�
を観測し、地下のマグマの�
動きなどを観測します。�

火山性震動や空振の観測�
地震計により火山性地震や�
火山性微動を観測します。�
空振計により噴火に伴う�
空気振動を観測します。�

火山監視・情報センターで24時間監視�

地震計�

傾斜計�

GPS

レーザー測距儀�

空振計�

観測データ�

機動観測�
火山周辺に職員が出向いて、噴�
気の温度や火山ガスの噴出量、�
火山灰の分布を観測したり、震�
動観測や火山体の変形の観測機�
器を臨時に設置したりします。�

火山情報の発表�

観測データ�

■震度情報に利用される震度観測点
（平成１７年７月７日現在）

■気象庁の地震観測網

想定震源域�

地震計�
体積歪計�
３成分歪計�
傾斜、伸縮計�
検潮�
地下水�
ＧＰＳ�

N35°�

E142°�

E124°� E128°� E135°� E140°�

N40°�

N30°�

N30°�

E130°�

N35°�

N40°�

N26°�

E130°� E135°� E140°�

E131°�

N26°�

N28°�

N26°�

地震計（182地点）�

海底地震計（２式）�

群列地震観測システム（１式）�

小笠原諸島�

南西諸島�
大東諸島�

■東海地域における観測体制■前兆すべりの概念図
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（１）地球環境に関する観測

気象庁は、国内で二酸化炭素やメタンなどの温室効果
ガス濃度の観測を行っております。また、国内及び南極
の昭和基地で、上空のオゾン濃度の観測（オゾン層観測）
とオゾン層の破壊により増加する紫外線の強度の観測
（紫外域日射観測）を行っています。さらに、日射量の
変化を観測して気候に影響を及ぼす大気の混濁状況を把
握しています。その他、放射能の環境レベルを監視する
ための放射能観測も実施しています。

（２）海洋気象観測船による観測

本庁及び各海洋気象台に配備している5隻（凌風丸、
啓風丸、高風丸、長風丸、清風丸）の海洋気象観測船に
より、北西太平洋及び日本周辺海域において海洋観測と
海上気象観測を行っています。
海洋観測では、主に大規模で長期的な変動を監視する

ために、海洋の表面から深層に至るまでの水温、塩分、
海流などの観測を行っています。あわせて、海洋汚染物
質、海洋での温室効果ガスの濃度などを観測しています。
このほか、商船や漁船などの協力を得て、海上気象・

水温・海流などの観測データを収集し利用しています。

（３）アルゴフロート、衛星等による海洋観測

気象庁では、海面から水深2000mまでの間を自動的に
浮き沈みして海洋内部の水温や塩分を観測する「アルゴ
フロート」を全世界の海に約3000個展開する「アルゴ計
画」を諸外国や関係省庁と連携して推進しています。こ
のフロートの観測データは、人工衛星を経由して自動通
報され、海洋の状態の解析や予測などに利用されていま
す。
また、「ひまわり」をはじめとする気象衛星や地球観

測衛星により、海面水温、海氷分布、海流などの観測を
行っています。

（４）沿岸防災観測（検潮所、津波観測施設、沿岸波浪計）

高潮や高波、津波などによる沿岸の潮位の変化を監視するため、気象庁では全国の沿岸に設置した81か所の検潮所
などで、潮位の変化を観測しています。また、全国11か所の沿岸波浪計で波浪の高さや周期を常時観測しています。

（５）南極地域における観測

昭和31年の第一次南極観測隊による南極観測の開始以来、気象庁では南極に観測隊員を派遣し、昭和基地及びその
周辺において、地上気象、高層気象、オゾンの分布、日射放射、地球磁気など幅広い分野について観測を行っていま
す。南極における観測によるオゾンホールの発見など、地球環境の状況の把握に大きな役割を果たしてきています。

オゾン層・紫外域日射観測網�

直達日射観測網�

放射能観測網�

温室効果ガス等の観測網�

地球環境・海洋の観測4-3

４　気象庁の観測システムと基盤情報システム

気象庁は、温室効果ガスやオゾンなど地球環境に関する
観測を実施しています。また、海洋気象観測船、海洋観測

ブイ、気象衛星、検潮所、沿岸波浪計などにより、海洋に
おける観測を行い様々なデータを収集しています。

■地球環境に関する観測網

■アルゴ計画による海洋観測

■海洋気象観測船「啓風丸」
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（１）気象資料総合処理システム（COSMETS）

情報通信基盤システム4-4

（２）国際的な気象通信網（GTS）

的確な気象情報を提供するためには、日本に限らず世
界的な気象観測結果を相互に交換することが必要です。
このため、気象庁は世界気象機関（WMO）の枠組みの
もと各国の気象機関が運用する気象通信網（GTS）のア

ジア地区の通信中枢として、外国の気象機関と専用の国
際回線により、膨大な量の気象データをリアルタイムで
交換しています。

（３）国内気象通信網

全国の気象台などから
気象観測結果を迅速に収
集し、予報資料や気象情
報を集配信するため、気
象庁本庁（清瀬）に設置
した気象情報伝送処理シ
ステムと気象台などの気
象官署を基盤通信網で結
び国内の情報通信基盤を
構築しています。

気象庁では、24時間体制で地震活動を監視、震源・震
度などの情報を発表する他、津波の恐れがある場合には
津波予報を発表しています。さらに、東海地域において
は、大規模地震対策特別措置法に基づいて東海地震の予
知のために常時観測を行っています。地震活動等総合監

視システム（EPOS）では、これらの業務を迅速かつ的
確に行うため、最新の自動処理技術を取り入れて、地震
活動・地殻変動・津波実況などについて、多種多様なデ
ータをリアルタイムで処理し、総合的に監視しています。

気象衛星�

航空機観測�

ウィンド�
プロファイラ�

ブイ�

高層観測�

気象レーダ�

地上観測�
アメダス�

船舶�

国内・国外の�
各種気象観測データ�

国際的な�
気象通信網�
(GTS)

国内の�
気象通信網�

気象資料�
総合処理�
システム�
(COSMETS)

通信処理�
システム�

スーパー�
コンピュータ�
システム�

気象庁�
ホームページ�

国民�
（インターネット）�

無線放送�

国の防災機関�
地方公共団体�
報道機関等�

国の防災関係�
機関等�

外国の�
気象機関�

民間気象事業者�

報道機関�

気象台など�
防
災
情
報�

提
供
装
置�

(

財)

気
象
業
務�

支
援
セ
ン
タ
ー�

気象庁は、国内外の気象機関などから観測データを収
集し、これを解析、予測して天気予報や警報などの気象
情報を作成し、国内外の気象機関、防災関係機関、報道

機関などに提供しています。この気象情報を迅速かつ確
実に提供するための情報通信基盤を構築しています。

観測データの収集や情報の伝送には気象情報伝送処理
システム（アデス）を用い、気象資料の解析や予測には
スーパーコンピュータシステムを使用しています。これ
らのシステムをあわせて気象資料総合処理システム
（COSMETS）と呼んでいます。気象情報伝送処理システ
ムは、気象台などの気象観測結果のほか、外国機関の観
測結果、国内の震度データや海洋観測のデータのほか都

道府県の雨量や震度の観測データも収集しています。ま
た、天気予報や注警報などの情報を関係機関などに伝達
しています。
スーパーコンピュータシステムでは、数値予報技術に

もとづき、世界中から集められた観測データを用いて、
天気予報、週間天気予報、季節予報に必要な大気の状態
の予測を行っています。

（４）地震活動等総合監視システム（EPOS）
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予報モデルの種類� モデルを用いて発表する予報� 予報領域と水平解像度� 予報期間� 計算回数�

メソモデル�

領域モデル�

台風モデル�

全球モデル�

防災気象情報�
降水短時間予報�

分布予報、時系列予報、�
府県天気予報�

台風予報�
北西太平洋の台風周辺�

24km

府県天気予報�
週間天気予報�

週間天気予報�

1か月予報�

3か月予報�

暖・寒候期予報�

アンサンブル�
週間予報モデル�

アンサンブル�
1か月予報モデル�

アンサンブル�
3か月予報モデル�

アンサンブル�
暖・寒候期予報モデル�

日本周辺　10km�

東アジア　20km�

�

地球全体　55km�

地球全体　110km�

地球全体　110km�

地球全体　180km�

地球全体　180km

3.5日間�
9日間�

18時間�

2日間�

3.5日間�

�

9日間�

35日間�

120日間�

210日間�
年5回�

（2,3,4,9,10月）�

1日4回�

1日2回�

1日4回�

1日1回�

1日1回�

週1回�

月1回�

地形・植生・�
地表面過程�

陸地� 海洋�

海氷�

雪氷�

太陽�

熱�

雲の分布�

熱
・
水
蒸
気�

降
水
過
程�

降水�

大気境界層�

大気の流れ�
（運動方程式など）�
大気の流れ�

（運動方程式など）�

放射による�
加熱と冷却�
放射による�
加熱と冷却�

太陽による�
加熱�

放射冷却� 熱・運動量・水蒸気�

数値予報モデルでは、水蒸気が凝結して雨が降ること、地面が太陽光
で暖められたりすることなど、様々な現象が考慮されています。�

気象予報の基盤となる数値予報4-5

数値予報は、物理学の方程式により、風や気温などの
時間変化をスーパーコンピュータで計算して将来の大気
の状態を予想する方法です。気象庁は昭和34年に我が国
の官公庁として初めて科学計算用の大型コンピュータを
導入し、数値予報業務を開始しました。数値予報は、数
値予報技術の進歩とコンピュータの技術革新によって高
度化され、今日では予報業務に必要不可欠なものとなっ
ています。
数値予報を行う手順としては、大気の状態をコンピュ

ータで取り扱いやすいように、規則正しく並んだ格子で
大気を細かく覆い、そのひとつひとつの格子点の気圧、
気温、風などの値を世界中から送られてくるデータを使
って求めます。これをもとに将来の大気状況の推移を物
理法則等に基づきスーパーコンピュータで計算します。
この計算に用いるプログラムを「数値予報モデル」と呼
んでいます。数値予報モデルは、大気の状態をきめ細か
な時間間隔（全球モデルでは15分程度）ごとに予測を繰

り返し、1日先、2日先．．．というように計算を進めます。
また、計算を行う格子点はモデルの高精度化とともに飛
躍的に増加し、現在の全球モデルの場合約820万点にな
ります。毎日の天気予報のためには、この膨大な予測計
算を短時間で行う必要があります。
数値予報モデルには、山岳などの地形の影響、太陽か

らの放射、地表面の摩擦、大気と地表面の熱や水蒸気の
交換、雲の生成・消滅や降水などのさまざまな効果が考
慮されています。
数値予報モデルの予測結果は、予想天気図や格子点値

として出力されるとともに統計的に処理され、日々の天
気予報になくてはならない情報となっています。
さらに、民間気象事業者にも予測結果が提供されテレ

ビなどでの分かりやすい解説や各種産業への支援等に利
用されており、紫外線や黄砂予報などの実用化の基礎に
もなるなど、気象予報の基盤的技術としてますます重要
性が高まっています。

■数値予報に用いられる格子網の概念図

■主な数値予報モデルの概要

■数値予報モデルの概念

４　気象庁の観測システムと基盤情報システム
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（１）気象災害の防止・軽減に向けた協力

WMOでは、台風、洪水などによる気象災害を防止・
軽減するため、全世界的な観測・通信網や気象解析・予
報センターのネットワークを構築しています。気象庁は、
東アジア地域の中核的な気象機関として、この維持・運
営に積極的に協力しています。
高品質な地上、高層気象観測に加えて、気象庁は、気

象衛星ひまわりによる西太平洋域の観測を担っていま
す。また、WMOから「地域特別気象センター（RSMC）」

に指定され、スーパーコンピュータで作成した解析・予
報データや、北西太平洋域の熱帯低気圧に関する監視・
予報情報の提供を行っています。これらの情報は、全世
界的な気象通信網「全球通信システム（GTS）」を通じて
迅速に交換され、世界の気象災害の防止・軽減に広く活
用されています。
また、GTSは津波警報や気候情報の国際的な交換など、

気象業務の基盤として幅広く活用されています。

自然現象に国境はありません。太平洋の南米沖の海面
水温が日本の気候に大きな影響を与え、南米大陸沿岸で
発生した地震による津波が日本に被害を及ぼしたことも
あります。このような現象を常時監視し、災害の防止・
軽減や地球環境問題への取り組みのために的確な情報を

提供するためには、国際的な協力が不可欠です。
気象庁は、国際連合の専門機関の一つである世界気象

機関（WMO: World Meteorological Organization）を始め
とする国際機関との緊密な連携等を通じて、世界各国の
気象機関等との国際協力に努めています。

（２）津波災害の防止・軽減に向けた取り組み

気象庁は、太平洋津波警報組織国際調整グループ
（ICG/ITSU）の枠組みのもと、平成17年3月28日から、北
西太平洋津波情報センターとして、北西太平洋の関係各
国に対し｢北西太平洋津波情報｣を提供しています。
また、平成16年12月26日に発生したスマトラ島西方沖

地震に伴う未曾有の津波被害を受けて、インド洋におけ
る津波早期警戒メカニズムが構築されるまでの間の暫定
的な措置として、インド洋沿岸の関係国からの求めに応
じて、太平洋津波警報センター(PTWC：ホノルル)と協
力して、｢津波監視情報｣の提供を平成17年3月31日から

開始しました。平成17年6月20日現在で、インド洋沿岸
諸国等の25か国に｢津波監視情報｣を提供しています。

（３）航空機の安全運行

気象庁は、国際民間航空機関（ICAO）から、太平洋
北西部とアジアの一部を担当領域とする「航空路火山灰
情報センター」及び「熱帯低気圧アドバイザリーセンタ

ー」に指定され、航空機の安全運航の妨げとなる大気中
の火山灰や熱帯低気圧に関する情報を作成し、国内外の
関係機関に提供しています。

（４）地球環境問題への取り組み

地球温暖化やオゾン層破壊などの地球環境問題に対し
ては、「気候変動に関する国際連合枠組条約」、「京都議
定書」、「オゾン層の保護のためのウィーン条約」などに
基づき世界的に対策が進められています。これらの問題
に対する国際的な取り組みを促進するためには、地球規
模の観測網を構築し、状況把握に努めることが不可欠で
す。
気象庁は、WMOから、温室効果ガス、オゾンなどの

大気成分の観測データを地球規模で収集・品質管理・提
供するため、「温室効果ガス世界資料センター」及び

「品質保証科学センター」に指定されています。
地球温暖化問題については、「気候変動に関する政府

間パネル（IPCC）」が気候変動に関する最新の科学的知
見を評価報告書として取りまとめており、気象庁は、執
筆者としての参加や気候モデルによる温暖化予測結果の
提供を通じて貢献しています。
また、アジア太平洋地域における異常気象・異常天候

の被害軽減、農業生産計画、水資源管理などに貢献する
ため、「アジア太平洋気候センター」を設置し、各国へ
気候情報を提供しています。

既存の津波情報処理機能の強化�
（インド洋の津波伝搬計算など）�

（現在利用可能）�

気象庁精密地震観測室
（長野県松代）での観
測データやインターネ
ット入手の世界地震観
測網（全世界）のデー
タ�

地震観測データ�
地震観測データ�

（既存の潮位計の通信機能強化）�

インターネットまたは
静止気象衛星を介して
入手のインド洋沿岸の
潮位データ�

潮位観測データ�
潮位観測データ�

気象庁�

太平洋津波�
警報センター�

調整�

各国�

各国�

各国�

住民�

住民�

住民�

インド洋地域�

インターネット、世
界気象機関全球通信
網（WMO/GTS）
及びファクシミリに
よる配信�

各国による住民への
伝達体制構築�

新たな津波監視
情報の提供�

5 国際協力と世界への貢献
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（５）技術支援や人材育成支援

気象庁では、独立行政法人国際協力機構（JICA）を通
じて、開発途上国の気象機関の職員を対象に、観測、予
報、通信などの気象技術を幅広く学ぶための集団研修を
昭和48年から毎年実施しており、研修員は平成16年度ま
でに67か国235名に達しました。また、専門家派遣によ
る現地での技術指導を通じて、各国気象機関の気象観測
や予報に関する技術の向上を支援しています。

（６）気象庁が担う主な国際的役割

　　　　　機　関　名　等�

静止気象衛星の運用及びデータ提供�
�
アジア地区気圧計サブセンター�
アジア地区放射センター�
アジア地区地上観測データ品質管理�
リードセンター�
アジア地区測器センター�
GSN監視センター/GSNデータに関する�
CBSリードセンター�
地区通信センター�
地域特別気象センター�

台風センター�
�

熱帯低気圧アドバイザリーセンター�
�

航空路火山灰情報センター�
�

環境緊急対応地域特別気象センター�
�
温室効果ガス世界資料センター�

品質保証科学センター�
�

全球大気監視世界較正センター�
�

アジア太平洋気候センター�
�
全世界海洋サービスシステム�
特別海洋センター�
データブイ協同パネル主要海洋気象センター�
北西太平洋津波情報センター�

　対　象　�
アジア・�
太平洋�
アジア�
アジア�

アジア�
�
アジア�

全世界�
�
東アジア�
東アジア�
東アジア・�
北西太平洋�
アジア・�
太平洋�
アジア・�
太平洋�

アジア�
�
全世界�
アジア・�
南西太平洋�
アジア・�
南西太平洋�
アジア・�
太平洋�

太平洋�
�
全世界�
北西太平洋�

　　　　　　　　　業　務　内　容�

西太平洋域の衛星画像の提供�
�
基準気圧計の管理や地区内各国の気圧計との比較較正�
基準日射計の管理や地区内各国の日射計との比較較正�

地上観測データの品質管理�
�
基準測器の管理や地区内各国の測器との比較較正及び指導�
CLIMAT（地上月気候値気象通報）の入電状況や品質の監視�
及び改善に向けた活動�
東アジア地域の気象機関と他の地域の通信センターとの中継�
気象観測データの解析、解析・予報情報の作成・提供�
台風の解析及び予報に関する情報の関係各国気象機関への�
提供�
航空機の安全運航のための熱帯低気圧の観測、解析、予報情�
報の提供�
航空機の安全運航のための火山噴火・大気中の火山灰の位�
置等に関する情報の提供�
原子力発電所の事故等発生時に、要請に応じ、大気中に放出�
された有害物質の拡散予測資料の提供�
温室効果ガス等の観測データの収集･提供�
温室効果ガス等の観測データの品質管理及び技術支援・研修�
・測器比較の実施�
温室効果ガス等の観測基準器の維持及び各国測器の比較較�
正�
季節数値予報資料、エルニーニョ監視予測情報、気候監視情�
報などの気候情報の提供�

太平洋域の海水温・海流等の解析・提供�
�
漂流ブイで取得した海洋・海上気象データの品質管理�
北西太平洋沿岸諸国への津波予測情報の提供�

観
　
測�

通信�

デ
ー
タ
処
理
・
防
災�

地
球
環
境�

海
洋�

津波�

気象庁が提供する情報を改善するために、多種の技術開発･研究開発をさまざまな部局で進めています。主な例を示
します。
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（１）メソ数値予報モデルの技術開発

局地的に大きな被害をもたらす大雨や大雪は、数十km
の空間規模のメソ気象現象によってもたらされます。メ
ソ気象現象の予測のために気象庁ではメソ数値予報モデ
ルを開発し運用しています。このモデルでは、大気の3
次元運動のなかでもこれまでは簡略化せざるを得なかっ
た大気の鉛直運動を直接記述する方程式を用いるととも
に、雨、雪、あられなどの生成や落下などの雲内部の物
理現象を精密に取り扱っています。
平成18年3月の高性能スーパーコンピューターの導入

にあわせて、水平解像度を5kmとそれまでの2倍に向上さ
せる予定です。また1日の予報回数を4回から8回に増や
し、次々と通報される観測結果を活用した適切な予報資
料を提供する計画です。
さらに、気象研究所ではメソ数値予報モデルの高解像

度化（数百ｍ）とそれに伴う雲内部の物理現象などの精
密化に取り組むとともに、ドップラーレーダーなど最新
の観測システムにより得られるデータを効果的に取り込
むため、高度なデータ利用技術である変分法によるデー

タ同化手法の改善を図ってい
ます。

福井豪雨の予測例
左がレーダー・アメダス解析
雨量（実況）、右が予報結果

（２）温暖化による日本付近の詳細な気候変化予測に関する研究

地球温暖化問題に適切に対処するために必要な情報を
提供するため、気象研究所では、地球温暖化の予測に関

する研究を長年にわたって実施しています。
これまでは、地球全体の平均的な気候の状態を対象に

研究を行ってきました。今後は日本付近に焦点を当て、
私たちの生活に重大な影響をもたらす局地的な集中豪雨
などの顕著な気象現象が、地球温暖化に伴ってどのよう
に変化するかを予測することが求められています。
そこで、平成17年度から5年計画で「温暖化による日

本付近の詳細な気候変化予測に関する研究」を実施し、
4kmの水平解像度（従来は20km）を持つ新しい地域気候
モデルを開発するとともに、大気、海洋結合モデルに、
オゾン、エーロゾル、炭素循環の振る舞いなどを取り入
れた「地球システムモデル」の開発に着手しました。こ
れにより、高精度かつ詳細な気候変化予測を実現するこ
とを目指しています。

４km分解能�
地域気候モデル�

地球システムモデル�

炭素循環モデル�

エーロゾルモデル�

オゾンモデル�

全球大気海洋結合モデル�

精密な大規模場の情報�

■地域気候モデルと地球システムモデル

6 次世代の情報の改善を目指す技術開発
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東海地震の予知の精度向上及び東南海・南海地震に関
する観測業務の高度化を図るための研究を、気象研究所
では平成16年度から5年計画で実施しています。
この研究では、これまでに開発してきた地震発生3次

元数値シミュレーションモデルをより高精度に改良する
とともに、プレート間の滑りなどを精密に捕らえる新た

な地殻変動観測手法の開発、地震波を用いた精密なプレ
ート構造の解明などを行っています。また、日本の南の
海域に広がっている東南海・南海地震の想定震源域に設
置した、海底地震計を活用して、海域で発生する地震活
動の解析も行っています。

南海地震� 東南海地震�

0.0 6.0 0.0 6.0

0km

20km

10km

30km

40km

0km

20km

10km

30km

40km

36N

35N

31N

32N

33N

34N

36N

35N

31N

32N

33N

34N

36N

35N

31N

32N

33N

34N

131E 132E 139E138E137E136E135E134E133E

131E 132E 139E138E137E136E135E134E133E

131E 132E 139E138E137E136E135E134E133E

131E 132E 139E138E137E136E135E134E133E

変位（ｍ）� 変位（ｍ）�

t=1380.29(year) t=1379.56(year)

東南海地震と南海地震のシミュレーション結果の１例
この例では東南海地震(右図)が起きてから約半年後に南海地震(左図)が起きる様子が示されています

（４）緊急地震速報の活用方策の検討・調査

地震による大きな揺れが到達する前に、それが数秒か
ら数十秒ほどのわずかな時間であっても、事前に情報を
得て、何らかの対応をとることが出来れば、災害を軽減
することができると期待されます。

緊急地震速報は、震源に近い観測点で得られた地震波
を使って、震源やマグニチュード、及び各地の震度や大
きな揺れの到達時刻を瞬時に推定し、大きな揺れが到達
する前にお知らせする情報です。

緊急地震速報に
は、震源に近いと
ころでは防災対応
に利用できる余裕
時間が少なく、特
に内陸の直下型地
震では情報の伝達
が大きな揺れの到
達に間に合わない
場合があることな
ど、様々な課題が
あります。そのた
め、試験的な提供
を通じ、各機関と
協力して活用方策
の検討を行ってい
ます。

（３）東海地震の予知の精度向上と東南海・南海地震の発生準備過程の研究

生産設備の被害軽減、重要データのバックアップ�
作業者の安全確保�緊急地震速報発表� 伝 達 �

利活用�気象庁�

地震�

大規模地震発生� 規模、震源推定� 津波予報�詳細情報�

震度速報� 震源・震度情報�

緊急地震速報�

現在�

将来�

迅速な災害対応、住民の安全確保�

防災関係機関�

住民�

公共施設�

病院、学校における避難、安全確保�

交通機関�

緊急停止による危険回避�

企業・工場�

１０秒～３０秒�

２分� ５分�

２分以内�３～５秒�１～２秒�

主要動到達�

火の元の確認、避難�

Ｐ波�

Ｐ波�

S波�

S波�

初動�主要動�
地震�

■緊急地震速報の実用化

（１）主な気象官署

札幌、仙台、東京、大阪、福
岡に管区気象台、那覇に沖縄気
象台を置き、広域的な気象や地
震などの観測・監視、予報や情
報提供などを行っています。
また、各道府県（北海道、沖

縄県は主な支庁）には地方気象
台を置き、道府県単位以下のき
め細かな情報提供・解説を行っ
ています。
さらに、航空機の安全運航の

ため、空港に航空地方気象台な
どを置いています。
これらに加えて、海洋や海上

の気象の観測・監視などを行う
海洋気象台を函館、神戸、長崎、
舞鶴に置いています。
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地 球 環 境 ・ 海 洋 部 �

地 震 火 山 部 �

観 　 測 　 部 �

予 　 報 　 部 �

参 事 官 �

総 　 務 　 部 �

気 象 大 学 校 �

地 磁 気 観 測 所 �

高 層 気 象 台 �

気 象 衛 星 セ ン タ ー �

気 象 研 究 所 �

海 洋 気 象 台 �

（ 内 部 部 局 ） � （ 地 方 支 分 部 局 ） � （ 施 設 等 機 関 ） �

測 　 候 　 所 �
航 空 測 候 所 �

地 方 気 象 台 �
航 空 地 方 気 象 台 �

管 区 気 象 台 �
沖 縄 気 象 台 �

次 　 　 長 �

長 　 　 官 �

（２）沿革

我が国最初に気象観測所として北海道函館に気候測量所開設（函館海洋気象台の前身）�
東京府第２大区（のち赤坂区）溜池葵町内務省地理寮構内で気象業務を開始（気象庁の前身東京気象台）、地震観測と１日３回の気象観測を開始�
気象電報を開始し、東京気象台で初めて天気図を作成、毎日印刷配布を開始�
東京気象台で毎日３回全国の天気予報を発表（天気予報の開始）�
全国的に地震の震度観測を開始�
東京気象台を中央気象台と改称�
観測船による海洋気象観測開始（神戸・海洋丸３ｔ）�
航空気象業務開始�
暴風警報を、暴風警報・気象特報（現在の注意報）の二つに分ける（前年の室戸台風の教訓による）�
三陸沿岸を対象に津波警報組織発足�
１か月予報の実施（長期予報の開始）�
気象業務法施行（現在の気象業務の基本制度が定まる）�
世界気象機関（ＷＭＯ）に加盟�
気象庁に昇格�
気象庁に初めて電子計算機を設置、数値予報テストを開始�
地域気象観測システム（ＡＭｅＤＡＳ）の運用開始�
静止気象衛星「ひまわり」打ち上げ�
大規模地震対策特別措置法施行（内閣総理大臣へ地震予知情報を報告する責務）�
降水確率予報の開始（東京地方）〔昭和61.3より全国で開始〕�
地震火山部設置�
降水短時間予報を開始（東京、大阪、福岡各管区内）�
地震防災対策特別措置法施行（地域地震情報センターとして地域の地震に係る調査結果等を収集）�
「分布予報」「時系列予報」を開始�
地震震度階級改正（10段階震度）�
津波予報区の細分化、新しい津波予報の開始�
インターネットによる気象情報の提供開始�
火山活動度レベルを付加した火山情報の提供開始�
東海地震に関する新しい情報の運用開始�
推計震度分布図の提供開始�
降水ナウキャストの提供開始�
紫外線情報の提供業務を開始�
地球環境・海洋部設置�

1872�
1875�
1883�
1884�
1884�
1887�
1921�
1930�
1935�
1941�
1942�
1952�
1953�
1956�
1959�
1974�
1977�
1978�
1980�
1984�
1988�
1995�
1996�
1996�
1999�
2002�
2003�
2004�
2004�
2004�
2005�
2005�

明治 5�
8�
16�
17�
17�
20�

大正10�
昭和 5�
10�
16�
17�
27�
28�
31�
34�
49�
52�
53�
55�
59�
63�

平成 7�
8�
8�
11�
14�
15�
16�
16�
16�
17�
17�

 8.26�
 6. 1�
 3. 1�
 6. 1�
 12. 1�
 1. 1�
 3.�
 8.22�
  7.15�
  9.11�
  8. 5�
 12. 1�
 9. 1�
 7. 1�
 3.12�
 11. 1�
 7.14�
 12.14�
 6. 1�
 7. 1�
 4. 1�
 7.18�
 3. 1�
 10. 1�
  4. 1�
 8. 8�
 11. 4�
 1. 5�
 3. 1�
 6. 1�
 5.17�
 7. 1�

概　　　　　　　　　　要�月日�年号�西暦�
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（３）施設等機関のあらまし

気象研究所（茨城県つくば市）
気象研究所は、二酸化炭素などの増加による地球温暖化、酸性雨、砂

漠化など地球規模の気候変動・環境問題、気象災害の防止、大規模地震
や火山噴火予知などの問題に対処するため、気象、水象、地象に関する
現象の解明と予測の研究を行うとともに気象庁と一体的に広範な関連技
術の開発を行っています。

気象衛星センター（東京都清瀬市）

気象衛星センターは、静止気象衛星を運用して、各種データの配信や
通信業務を行うほか、極軌道気象衛星による観測データの受信とデータ
処理を行っています。静止気象衛星の観測データは気象衛星通信所（埼
玉県鳩山町）にある大型アンテナで受信され、気象衛星センターのコン
ピュータで処理された後、雲分布や風・海面温度分布などとして国内外
の各機関に提供されます。

高層気象台（茨城県つくば市）

高層気象台は、高層大気を専門に観測する気象台として、係留気球に
よる下層大気の観測、ラジオゾンデなどによる高層気象観測、気候変
動・地球環境の監視に関連するオゾン、紫外線、日射、放射などの観測
を行っています。
また、高層大気の総合的な調査や研究、観測精度の向上を目指した技

術開発や観測機器の改良・開発、国内外の研修を行うなど、高層気象観
測の技術センターの役割も果たしています。

地磁気観測所（茨城県八郷町柿岡）

太陽から地球に至るまでの宇宙空間及び地球内部の電磁気の状態を観
測し、通信障害の予報や磁気図の作成などに必要な資料を提供していま
す。また、火山噴火や地震予知及び超高層現象に関する観測・調査・研
究を行っています。
さらに、大学や関連機関も含めた国内の地磁気観測センターとして、

測定器の検定などの業務を行うほか、北西太平洋域におけるインターマ
グネット観測所（世界に97か所）として世界的に重要な役割を果たして
います。

気象大学校（千葉県柏市）

気象大学校には、大学部（4年制）と研修部が置かれており、大学部で
は、気象庁の幹部候補生を養成するために、学生総勢60名が一般教養、
地球物理学・情報工学などを基礎にした学術及び専門技術の教育を受け
ています。また、研修部には、予報、地震・火山、海洋気象などいくつ
かの研修コースが設けられ、気象庁職員が気象業務を遂行するために必
要な専門の知識及び時代に即した最新の技術の習得に努めています。
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気象庁マスコットキャラクター�

はれるん�
　気象庁マスコットキャラクターは、「太陽」、「雲」、
「雨」などをモチーフとしており、「地球」をイメ
ージすることのできるキャラクターです。また、手
には、災害のない、調和のとれた地球への祈りを
奏でる緑のタクトが握られています。�気象庁�2005.7

守ります  人と自然とこの地球�
〒100-8122　東京都千代田区大手町1丁目3番4号�
電話：03（3212）8341（代表）�
ホームページURL：http：//www.jma.go.jp/


